
   三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は，肉用牛繁殖農家の高齢化や労働力不足等に伴う戸数減少に対処し

，本市における持続可能な畜産経営の実現に資するため，繁殖農家の経営規模

及び生産基盤の拡大，水田放牧の推進並びに畜産情報通信技術（以下「畜産Ｉ

ＣＴ」という。）を活用した畜産経営の省力化に要する経費に対して，予算の

範囲内において補助金を交付するものとし，その交付に関しては，三次市補助

金等交付規則（平成１６年三次市規則第６５号）に規定するもののほか，この

告示に定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，次に掲げる要

件の全てを満たすものとする。 

⑴ 市内に居住する個人又は市内に事業所が所在する法人であって，市内で和

牛を飼育している者（これから飼育しようとする者を含む。） 

⑵ 個人経営者にあっては，世帯員全員が補助金の交付申請時に納付すべき納

期限の到来した市税，料等（以下「市税等」という。）を完納していること

。 

⑶ 法人にあっては，当該法人が補助金の交付申請時に納付すべき納期限の到

来した市税等を完納していること。 

⑷ 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成１１年法

律第１１２号）に基づき，家畜排せつ物の管理が遵守されていること。 

⑸ 畜産ＩＣＴ活用事業の補助対象者については，三次市和牛振興クラスター

協議会の会員であること。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，次に掲げ

る事業とする。 

⑴ 牛舎整備事業 牛舎の新築又は増築を実施した後，補助対象者の和牛飼養

頭数を増頭することが認められる事業。ただし，過去３年間に，この補助金



及び三次市和牛の里創造事業補助金交付要綱（平成３０年三次市告示第１５

４号）の交付を受けていない事業とする。 

⑵ 堆肥舎整備事業 堆肥舎の新築を実施した後，補助対象者の和牛繁殖用雌

牛（成牛）の飼養頭数が１０頭以上となることが認められる事業。ただし，

過去３年間に，この補助金及び三次市和牛の里創造事業補助金交付要綱の交

付を受けていない事業とする。 

⑶ 水田放牧促進事業 水田放牧を実施するために必要な家畜（以下「対象放

牧牛」という。）並びに電気牧柵及びその附属品（新品のものに限る。以下

「電気牧柵等」という。）を導入・整備する事業であって，事業実施後，補

助対象者の水田放牧牛飼養頭数が増頭することが認められ，かつ，次に掲げ

る要件を全て満たす事業とする。 

ア 対象放牧牛 

(ア) 原則，市場を通じて導入した，繁殖の用に供する肉用雌牛（黒毛和種

）であること。 

(イ) 導入時の月齢が，１２月齢以上１２０月齢未満であること。 

(ウ) 放牧する牛は，家畜共済保険等に加入し，善良な管理下にある牛であ

ること。 

(エ) 導入方法が(ア)以外による場合については，市が指定する機関を通じて

導入することとし，当該家畜の評価については，市，県及び市が指定

する機関を含む関係機関が，市場価格等を勘案して家畜の適正な評価

を行うこと。 

イ 放牧対象地 

(ア) 放牧する水田面積は，成牛１頭当たり１０アール以上とすること。な

お，成牛換算においては，育成牛２頭当たり成牛１頭とする。 

ウ 飼養管理 

(ア) 放牧地及び放牧牛を十分管理できる体制であること。 

(イ) 放牧地内に飲水施設を設けること。 

(ウ) 同一の放牧区画内において，２頭以上同時放牧すること。 

(エ) 事業終了後も３年間放牧を継続すること。 



⑷ 畜産ＩＣＴ活用事業 別表に掲げる肉用牛経営に必要な機械等を導入する

事業であって，事業実施後，補助対象者の飼養頭数が維持又は増頭すること

が認められ，かつ，畜産経営の改善につながることが認められるものとする

。ただし，導入する機械等については，原則，新品とし，かつ，過去３年間

において，この補助金の交付を受けていない事業とする。 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は，次の表に掲げる額とする。 

事業名 補助金額 増頭要件 

１ 牛舎整備事業 

 ⑴ 牛舎新築事業 新築に係る資材費から消費税

及び地方消費税を控除した額

が５０万円以上の場合に，資

材費から消費税及び地方消費

税を控除した額の２分の１以

内とし，２００万円を上限と

する。ただし，補助金額に千

円未満の端数が生じた場合は

，これを切り捨てる。 

３年後の飼養頭数

が３頭以上，増頭

すること。 

⑵ 牛舎増築事業 増築に係る資材費から消費税 

及び地方消費税を控除した額

が３０万円以上の場合に，資

材費から消費税及び地方消費

税を控除した額の２分の１以

内とし，１００万円を上限と

する。ただし，補助金額に千

円未満の端数が生じた場合は

，これを切り捨てる。 

３年後の飼養頭数 

 

 が２頭以上，増頭

すること。 

２ 堆肥舎整備事業 

  新築に係る資材費から消費税 ３年後の和牛繁殖



及び地方消費税を控除した額

が２０万円以上の場合に，資

材費から消費税及び地方消費

税を控除した額の２分の１以

内とし，５０万円を上限とす

る。ただし，補助金額に千円

未満の端数が生じた場合は，

これを切り捨てる。 

用雌牛の飼養頭数

が１０頭以上とな

ること。 

３ 水田放牧促進事業 

 ⑴ 放牧牛の導入 対象放牧牛の購入に要する経

費から消費税及び地方消費税

並びに販売手数料を控除した

額の２分の１以内とし，１頭

当たり２０万円を上限とする

。ただし，補助金額に千円未

満の端数が生じた場合は，こ

れを切り捨てる。 

３年後の飼養頭数

が１頭以上，増頭

すること。 

⑵ 電気牧柵等の整備 電気牧柵等の資材購入に要す

る経費から消費税及び地方消 

 

 

 費税を控除した額の３分の１

以内とし，５万円を上限とす

る。ただし，補助金額に１０

０円未満の端数が生じた場合

は，これを切り捨てる。 

 

４ 畜産ＩＣＴ活用事業 

  機械導入に要する経費から消

費税，地方消費税並びに国，

広島県等から交付される補助

金を控除した額の２分の１以

３年後の飼養頭数

が維持又は１頭以

上増頭すること。 



内とし，５０万円を上限とす

る。ただし，補助金額に千円

未満の端数が生じた場合は，

これを切り捨てる。また，リ

ース方式により機械を導入し

た場合は，機械部分のみを補

助対象経費とする。 

（補助金交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は，事業ごとに三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業（牛舎整備事業・堆肥舎

整備事業）補助金交付申請書（様式第１号），三次市繁殖和牛飼養環境整備支

援事業（水田放牧促進事業）補助金交付申請書（様式第２号）又は三次市繁殖

和牛飼養環境整備支援事業（畜産ＩＣＴ活用事業）補助金交付申請書（様式第

３号）に，次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。 

⑴ 牛舎整備事業・堆肥舎整備事業 

ア 畜産経営計画書 

イ 牛舎又は堆肥舎の設計図面 

ウ 見積書の写し 

エ 個人情報閲覧に関する同意書 

オ その他市長が必要と認める書類 

⑵ 水田放牧促進事業 

ア 水田放牧実施計画書 

イ 放牧予定位置図 

ウ 見積書の写し（電気牧柵等導入の場合） 

エ 個人情報閲覧に関する同意書 

オ その他市長が必要と認める書類 

⑶ 畜産ＩＣＴ活用事業 

ア 畜産ＩＣＴ活用実施計画書 

イ 機械等の設置（設計計画図面） 

ウ 見積書の写し 



エ 個人情報閲覧に関する同意書 

オ その他市長が必要と認める書類 

（補助金交付決定等） 

第６条 市長は，前条の申請について内容を審査のうえ，適当と認めるときは，

補助金額を決定し，申請者に対して三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業補助

金交付決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

（補助対象事業の変更） 

第７条 申請者は，補助対象事業の内容を変更しようとする場合には，あらかじ

め三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業補助金変更承認申請書（様式第５号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の補助金変更承認申請書の提出があったときは，内容を審査の

うえ，適当と認めるときは，補助金の額を変更決定し，三次市繁殖和牛飼養環

境整備支援事業補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により申請者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第８条 申請者は，事業完了後速やかに三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業（

牛舎整備事業・堆肥舎整備事業）実績報告書（様式第７号），三次市繁殖和牛

飼養環境整備支援事業（水田放牧促進事業）実績報告書（様式第８号）又は三

次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業（畜産ＩＣＴ活用事業）実績報告書（様式

第９号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金額確定等） 

第９条 市長は，前条の報告書について内容を審査のうえ，補助金額を確定した

ときは，三次市繁殖和牛飼養環境整備支援事業補助金交付確定通知書（様式第

１０号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１０条 前条の規定により補助金額の確定を受けた者は，遅滞なく三次市繁殖

和牛飼養環境整備支援事業補助金交付請求書（様式第１１号）を市長に提出す

るものとする。 

（補助金の返還） 



第１１条 市長は，補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは，補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。ただし，市長がや

むを得ない理由があると認めたときは，この限りでない。 

⑴ この告示の規定に違反したとき。 

⑵ 事業の実施について，不正の行為が認められるとき。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の返還を命じる場合は，三次市繁殖和牛飼

養環境整備支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第１２号）により，通知

するものとする。 

（書類の整備等） 

第１２条 補助金の交付を受けた者は，補助対象事業に係る収支を明らかにした

書類を整備し，補助対象事業の完了した年度の翌年度から起算して５年間保存

しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，令和６年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は，令和９年３月３１日限り，その効力を失う。 

 

 

別表（第３条関係） 

機械装置の区分 仕様等 機械装置名 

家畜飼養管理機械装置 発情発見装置 リアルタイム計測式歩数計 

分娩監視装置 分娩・発情監視通報システム，

分娩監視カメラ 

 

 


